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(公益財団法人) 日本医療総合研究所ニューズレター 第 6号 

 
医療動向モニタリング小委員会作成（2018 年 5 月 29 日） 

 
■2040 年度１人当たり保険料――後期高齢者 8200 円、介護１号保険料 9200 円  

 

政府は 5 月 21 日の経済財政諮問会議で、65 歳以上の人口が約４千万人でピークとなる 2040 年度の社

会保障給付費が 190 兆円に達するとの推計結果を公表した。 

2018 年度の 121.3 兆円の 1.6 倍に膨らみ、保険料負担は 36.8 兆円増、公費負担は 33.4 兆円増が必要

だとしている。 

保険料負担の内訳は、医療が 14.2 兆円増、介護は 6.8 兆円増で、公費負担の内訳は医療が 15.1 兆円

増、介護は 8.3 兆円増となる。 

医療・介護の１人当たり保険料は、後期高齢者で 8200 円、介護１号保険料は 9200 円に引き上がると

見込んでいる。いずれも「2018 年度賃金換算」して推計しているが、計算方法などの詳細は示されてい

ない。 
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医療の推計は「現状投影」と「計画ベース」の２パターンで行っている。「現状投影」は現在の受療

率などにより機械的に将来の患者数や利用者数を計算。「計画ベース」は、①地域医療構想による病院

再編・統廃合に伴う入院医療費抑制、②後発医薬品の普及など医療費適正化計画による外来医療費抑制、

③介護保険事業計画によるサービス量見込みをベースとして計算している。 

医療・介護サービス単価は、現在の単価に一定の伸び率を乗じている。経済成長率を使用した伸び率

①と、賃金と物価上昇率を使用した伸び率②で計算している。 

伸び率②は、医療は賃金と物価上昇率の平均に 0.7％を上乗せする。介護は賃金と物価上昇率を 

65:35 で加重平均する。社会保障・税一体改革の試算の仮定をそのまま使用している。 

医療の推計では、「計画ベース」は「現状投影」よりもマイナス 1.6 兆円、0.2 ポイント減とされてい

るが、厚労省は、医療の技術革新による給付の伸びは「読み切れていない」としており、再生医療など

の保険適用範囲が広がれば医療給付は増えることになる。 
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2040年度時点の社会保障給付費の分野別内訳は、医療が2018年度の約1.7倍となる68兆 5000億円（計

画ベース、②）、介護が約 2.4 倍の 25 兆 8000 億円（計画ベース）、年金は約 1.3 倍の 73 兆 2000 億円、

子ども・子育は約 1.7 倍の 13 兆 1000 億円、生活保護などは約 1.4 倍の 9 兆 4000 億円と推計している。 

 

 

 

 

患者数については、2018 年度は入院 132 万人、外来 783 万人であるのに対し、2025 年度はそれぞれ 132

万人、794 万人、2040 年度は 140 万人、753 万人となり、全体では 2025 年度をピークに減少していくと

見込んでいる（計画ベース）。 

介護サービスが必要な人の割合は年齢とともに上昇し、85 歳を超えると５割を超している。2040 年ご

ろに 85 歳以上の人口は１千万人超となり、現在の２倍以上になる見込みだ。利用者数は 747 万人と見込

み、そのうち 509 万人は在宅介護での対応を見込んでいる。 
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医療福祉分野における就業者数（間接業務に従事する者も含む）は、2018 年度時点では 823 万人（全

就業者数の 12.5％）であるのに対し、2040 年度は「計画ベース」で 1065 万人（同 18.8％）と推計して

いる。内訳は医療が 328 万人、介護は 505 万人、福祉関連が 232 万人である。全体の就業者数は 2018 年

度の 6580 万人から 5654 万人、926 万人減少すると見込んでいる。 

なお、厚労省独自に「医療・介護需要が一定程度低下した場合」と「医療・介護等における生産性が

向上した場合」の２つのシミュレーションの結果を示し、前者の場合 984 万人、後者の場合で 1012 万人

になると推計している。 

 

     出所:経済財政諮問会議「2040 年を見据えた社会保障の将来見通し」2018 年 5月 21 日資料 

（文責:医療動向モニタリング小委員会委員 寺尾正之) 

 


